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研究成果の概要：急激に進行する温暖化と土地利用変化が、陸域システムに与える影響を統合

的に評価する目的で、生態系科学と土地利用科学双方にまたがる研究連絡ネットワークを構築

した。GLP 札幌拠点オフィスをネットワークの情報収集と発信に活用した。本研究ネットワー

クからの情報を国内向けおよび国外向けに札幌オフィスから発信し、国際的な研究ネットワー

クの連携を強化した。国際サマースクールや国際シンポジウムを開催し、アジアをターゲット

とする共同研究を発足させた。
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環境分析

1.  研究開始当初の背景

この半世紀ほどの間に、全地球規模の多岐

にわたる環境急変はつまびらかとなり、学

際的な対処が喫緊の課題となってきた。こ

の課題に対応して、国際科学会議(ICSU)の

もとに、４国際共同研究計画 (WCRP, IGBP,

IHDP, DIVERSITAS)が組織され、それらの下

で多くの国際中核プロジェクトが遂行され

ている。これらプロジェクトの成果は、気

候変化に関する政府間パネル IPCC の基盤を

なしており、今後ますますの分野横断的・

統合的なプロジェクト推進が要請されてい

る。我が国における国際的地球環境研究の

推進に関わる取り組みは、日本学術会議を
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窓口として、研究者レベルで個別には参加

しているものの、国際事務局の招致による

プロジェクトの率先した遂行の面では立ち

後れてきた。そのため、さらなる国際的な

リーダーシップの発揮が重要な課題であっ

た。

　全球陸域研究計画（ The  Global  Land

Project：GLP）は、IGBP 第１期フェーズで

行われたGCTE（Global Change in Terrestrial

Ecosystem:  2003 年終了）と、IGBP_IHDP

(International  Human  Dimension  Program)

連携コアプロジェクトである LUCC (Land Use

and Land Cover Change: 2005 年終了)が発

展的に統合した国際研究計画であり、2004

年 か ら 開 始 し た IGBP(International

Geosphere  Biosphere  Project)第二期フェ

ーズのコアプロジェクトの一つである。こ

の国際研究計画は、陸域を人間—自然相互作

用系ととらえ、グローバル化など人間社会

の問題が気候変化や土地利用を介していか

に生態系サービスや地域・地球環境に影響

を及ぼすかを調べるとともに、その人間社

会システムへのフィードバックを明らかに

することで、IPCC や各国政策決定における

科学的基盤を提供することを目的としてい

る。

これまで、GCTE においては我が国から提案

し た コ ア リ サ ー チ TEMA （ Terrestrial

Ecosystem Monson Asia）や文科省特定研究

「陸域生態系の地球環境変化に対する応答

（1997-2002）」（和田英太郎代表）などを通

じて研究計画に積極的に参画し、その成果

は GCTE の Final Report に多く盛り込まれ

ている。また、LUCC においては Focus Chair

( 柴 崎 亮介 ) や IGU( 国 際 地 理学会 ) の

Commission 代表(氷見山幸夫)を努めるなど、

我が国の研究者が指導的な役割を担ってき

た。

　IGBP と IHDP は、2005 年に、合同で国際

中核プロジェクトのグローバル・ランド・

プロジェクト(GLP)の開始を決定した。陸域

で進行する諸過程の解明は、生態系の環境

応答と人間社会の土地利用変化を結合した、

新しい文理融合型の統合研究の進展に待つ

ところが大である。GLP の推進には、多面的

な課題の解明のために、国際本部とともに

複数の拠点オフィスを設置して当たること

が計画された。2006 年の第一回 GLP 科学実

施委員会において、第１号の拠点オフィス

として、日本に陸域システムの脆弱性と持

続 可 能 性 （ vulnerability  and

sustainability)を扱う拠点オフィスを設置

することを、杉本敦子（日本 GLP 推進室事

務局長、当時）と占部城太郎（SSC-GLP、当

時）が提案した。以上の背景に基づき、2006

年より北海道大学に GLP の国際拠点オフィ

スを設置し、同年 11 月には、GLP 札幌事務

局長として、Ademola Braimoh を特任准教授

が着任し、我が国における GLP 研究の強化

と国際情報発信が推進できる体制が整った。

　

2.  研究の目的

地球環境変化や人間活動による生態系の変

化、物質循環系の変化や生態系サービスの

低下など、個別の研究プロジェクトではす

でに多くの研究成果が発表されてきた。し

かしながら、このような重要な科学的成果

が政策担当者の意志決定に活用されるため

には、それらの変化が実際に人間社会にど

のような影響を及ぼす可能性があるかを科

学的に示す必要がある。GLP はまさしくこの

ような双方向性をもつプロジェクトである。

我が国においては自然と人間の双方を対象

としたプロジェクト研究が数多く行われて

いるが、学問分野が多岐にわたっているた

め、研究費の助成機関などが異なり、それ



ぞれ個別的な展開となっているのが現状で

ある。一方、GLP は、地理、経済、生態学、

物質循環、空間情報など、これまで殆ど接

触のなかった専門家集団を結集して推進し

て行く必要があるプロジェクトである。GLP

札幌拠点オフィスは、個別の研究活動を組

織化し、GLP としての成果を率先して世界に

配信して GLP を推進するとともに、我が国

の国際的プレゼンスを強化する上でも重要

な役割を担うと期待される。そこで、本研

究は、関連する我が国の先行研究の組織化

を図り、分野間での研究者交流を介して人

間—自然相互作用系の諸問題を議論し、関連

学会と連携をとりながら我が国に相応しい

GLP 研究推進のための研究体制をつくること

を目的とする。

　社会科学系の研究と自然科学系の研究の

融合は、我が国における GLP の重要課題で

あるとともに、GLP 国際組織の重要課題でも

ある。我が国における融合・統合型の GLP

研究推進の基盤を整備し、札幌拠点オフィ

スから国際組織に発信して、GLP 研究実施に

向けての初期の段階から我が国がイニシア

ティブをとって進め、国際的なプレゼンス

を確立する。

3.  研究の方法

我が国の IGBP-GCTE-TEMA と IHDP-LUCC 双方

の研究者を核に、研究連絡会議を設置する。

先行プロジェクトのうち、LUCC 側は地理学、

社会科学系の研究者が多く、土地利用変化

の検出およびそれが社会に引き起こしつつ

ある問題が比較的明確になっている。一方、

IGBP-GCTE-TEMA 側は物質循環、生物地球化

学、生態学などを専門とする研究者が多い。

研究連絡会では双方の研究者を集め、日本

および東アジア地域において GLP として取

り組むべき課題を抽出する。さらに、IGBP-

TEMA および LUCC 以外から、GLP を推進する

にあたり協力すべき先行プロジェクトの連

携を強化する。研究連絡会議によって、ま

ず関連プロジェクトのリストアップを行い、

今後の GLP 推進に協力を要請する。

　また、研究連絡会での議論に基づき、GLP

札幌拠点オフィスが主催して、国際的な公

開シンポジウムおよび国際研修コースを実

施する。また、GLP 札幌拠点オフィスはウェ

ブページを整備し、情報の収集と発信を推

進する。また、関連する国際研究計画の国

際会議に分担者を派遣し、国際的動向を探

るとともに、我が国における GLP への取り

組みを紹介し、国際ネットワークの強化を

図る。

4.  研究成果

［研究連絡と会議の実施］

急激に進行する温暖化と土地利用変化が、

陸域システムに与える影響を統合的に評価

する目的で、生態系科学と土地利用科学双

方にまたがる本メンバーを核に、研究連絡

ネットワークを構築した。このネットワー

クにより、日本および東アジア地域におい

て GLP として取り組むべき課題を議論する

とともに、専門の異なる研究者間の交流を

進め、地理学、土地利用、農業経済学、生

態系機能、生物多様性、物質循環の視点か

ら、協力して取り組むべき地域や課題を議

論した。本メンバーによって構成される日

本 GLP 委員会を、日本学術会議の IGBP・WCRP

合同分科会（環境学委員会・地球惑星科学

委員会所管）のもとに組織し、2008 年 3 月

に開催した。また、2008 年 10 月より第 21

期となった日本学術会議の IGBP・WCRP 合

同分科会（環境学委員会・地球惑星科学委

員会所管）において、日本 GLP 委員会を組

織し（氷見山幸夫委員長）、2009 年 1 月 15



日に開催した。現在、GLP 国内公開シンポ

ジウムを、2009 年 10 月 3 日に開催する計

画である。

［GLP 活動の推進］

GLP 札幌拠点オフィスをベースに、ネッ

トワークの情報収集と発信に活用した。本

研究ネットワークからの情報を国内向けお

よび国外向けに札幌オフィスから発信する

とともに、英文ウェブページを整備し

（http://www.glp.hokudai.ac.jp/）、関連

するプロジェクトを含めた情報交換を活性

化させた。さらに、GLP 科学実施委員会を

はじめとする、関連国際研究計画の国際会

議に分担者を派遣し、国際的動向を探ると

ともに、我が国における GLP への取り組み

を紹介し、国際的な研究ネットワークの連

携を強化した。2008 年 5 月の IGBP コング

レス（ケープタウン）と、2009 年 4 月の IGBP

第 24 回科学委員会（小樽）において、GLP

札幌拠点オフィスから Ademola Braimoh を、

SSC として柴田英昭を派遣し、我が国の活

動を紹介した。GLP 札幌拠点オフィスでは、

国立地球環境研究所の複数のプロジェクト

など、日本がリードする大型プロジェクト

を国際 GLP の研究活動として登録するとと

もに、札幌拠点オフィスが国際助成経費を

獲得して、日本、中国、タイ、インドネシ

アの研究者と協力してアジアにおける生態

系サービス評価 (ECOSMAG)の研究を発足さ

せた。この学際的な共同研究では、生態系

サービスの解析とマッピングのための手法

を開発し、生態系保全の動機となる要因を

見 出 す こ と を 目 的 と し て い る

（ http://www.glp.hokudai.ac.jp/ecosmag

）。さらに同オフィスは、釧路湿原の生態

系サービス価値に対する土地利用の影響に

ついてモデル研究を開始した。湿原生態系

サービスの評価係数を引き出すために、デ

ータを収集し解析を行って、生物多様性の

維持に影響する要因の特定と、多様なステ

ークホルダーによる公正な評価を取り入れ

た政策提案を行っている。

［シンポジウム等の開催］

陸域システムの予測モデリングに関わる国

際サマーコースを 2007 年 8 月に実施した。

このコースには、アフリカ・アジア・ヨー

ロッパおよびアメリカ合衆国から 10 カ国か

ら 24 人が参加して研修と活発な総合討論を

おこなった（下図はコース研修の様子）。

また、GLP の Fast-Track Activity として、

植生帯境界の温暖化にともなう移動のモデ

ル予測に関する国際ワークショップを、地

球環境フロンティア研究センターと共同で

2008 年 3 月に実施した。シンポジウム「陸

域システム変化の動態と経路」を 2008 年 6

月に、またワークショップ「アジアにおけ

る生態系サービス管理」を 2008 年 7 月に札

幌において開催し

た。前者の成果は

“Land Use and Soil

Resources”（土地

利用と土壌資源）

と し て Springer

から刊行した。



後者では、中国・インドネシア・タイを対

象とする高地流域管理に関する共同研究の

検討を行った。引き続き 2009 年６月に北京

にて第二回会議を開催予定である。
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